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2024 年 2 月 28 日 

株式会社マーキュリー  

新 旧 

第 17条（対象暗号資産の受領・送付） 

１（省略） 

２ 前項に基づき対象暗号資産の受領を行う場合には、CoinTrade 口座へ反映さ

れる前の段階で、以下に定める「送付元に係る情報」及び当社が対象暗号資産の

受領に関するリスク評価を行うために必要な情報（以下「送付元情報」といいま

す。）を、それぞれ提供していただく必要があります。 

① 送付依頼人がユーザー本人か本人以外かの別 

② 送付依頼人が第三者の場合、送付依頼人の氏名及び住所（法人の場合は法人

名及び所在地） 

③ 送付元暗号資産交換業者がある場合はその名称及び所在地 

④ 入庫の目的 

⑤ その他当社が当該受領のリスク評価のために必要と判断した事項 

３ ユーザーは、当社所定の方法で本人認証を行った場合に、ユーザーが保有す

る対象暗号資産の送付先（当該送付先として当該対象暗号資産を受け取る者を、

第 17条（対象暗号資産の受領・送付） 

１（省略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ユーザーは、当社所定の方法で本人認証を行った場合に、ユーザーが保有す

る対象暗号資産の送付先（当該送付先として当該対象暗号資産を受け取る者を、
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以下「受取人」といいます。）としてユーザー指定の暗号資産アドレス（以下

「登録暗号資産アドレス」といいます。）を、当社に登録することができます。

なお、当社は、登録暗号資産アドレスに係る情報の正確性及び有効性について保

証するものではありません。 

４ ユーザーは、当社所定の方法で本人認証を行った場合、当社所定の方法によ

り、CoinTrade 口座から登録暗号資産アドレスへ対象暗号資産の送付を申請する

ことができます。当該送付は、登録暗号資産アドレスに対してのみ行われ、ユー

ザーは登録暗号資産アドレス以外の暗号資産アドレスを送付先として指定するこ

とはできません。 

５ 前項に基づく対象暗号資産の送付にあたっては、ユーザーは、法令等に従

い、以下に定める「受取人に係る情報」及び当社が対象暗号資産の送付に関する

リスク評価を行うために必要な情報（以下「必要情報」といいます。）を、それ

ぞれ提供していただく必要があります。 

① 受取人の暗号資産アドレス 

② 受取人がユーザー本人か本人以外かの別 

以下「受取人」といいます。）としてユーザー指定の暗号資産アドレス（以下

「登録暗号資産アドレス」といいます。）を、当社に登録することができます。

なお、当社は、登録暗号資産アドレスに係る情報の正確性及び有効性について保

証するものではありません。 

３ ユーザーは、当社所定の方法で本人認証を行った場合、当社所定の方法によ

り、CoinTrade 口座から登録暗号資産アドレスへ対象暗号資産の送付を申請する

ことができます。当該送付は、登録暗号資産アドレスに対してのみ行われ、ユー

ザーは登録暗号資産アドレス以外の暗号資産アドレスを送付先として指定するこ

とはできません。 

４ 前項に基づく対象暗号資産の送付にあたっては、ユーザーは、法令等に従

い、以下に定める「受取人に係る情報」及び当社が対象暗号資産の送付に関する

リスク評価を行うために必要な情報（以下「必要情報」といいます。）を、それ

ぞれ提供していただく必要があります。 

① 受取人の暗号資産アドレス 

② 受取人がユーザー本人か本人以外かの別 
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③ 受取人が本人以外の場合、受取人の氏名及び住所（法人の場合は法人名及び

所在地）

④ ①が暗号資産交換業者の管理するアドレスか否かの別

⑤ 受取先暗号資産交換業者がある場合はその名称及び所在地

⑥ 送付の目的

⑦ その他当社が当該送付のリスク評価のために必要と判断した事項

６ 本条第２項及び第５項に定める情報の提供にあたっては、ユーザーは、以下

のことを表明し保証するものとします。 

① ユーザーが当社に提供しなければならない事項の中に、ユーザー以外の第三

者に関する個人情報が含まれている場合には、それらの情報がユーザーから

当社へ提供され、又は当社から送付先暗号資産交換業者等及び委託先事業者

に提供されることがある旨及びユーザーが個人情報保護法に定める個人情報

取扱事業者である場合には当社に対して当該情報を提供することについて当

該第三者から同意を取得していること

② ユーザーが当社に対して提供する受取人に係る情報は、正確かつ最新のもの

③ 受取人が本人以外の場合、受取人の氏名及び住所（法人の場合は法人名及び

所在地）

④ ①が暗号資産交換業者の管理するアドレスか否かの別

⑤ 受取先暗号資産交換業者がある場合はその名称及び所在地

⑥ 送付の目的

⑦ その他当社が当該送付のリスク評価のために必要と判断した事項

５ 前項に定める必要情報の提供にあたっては、ユーザーは、以下のことを表明

し保証するものとします。 

① ユーザーが受取人本人から当該受取人に係る情報を取得したものであるこ

と、及びユーザーが個人情報保護法に定める個人情報取扱事業者である場合

には当社に対して当該情報を提供することについて受取人本人から同意を取

得していること

② ユーザーが当社に対して提供する受取人に係る情報は、正確かつ最新のもの
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であること 

③ ユーザーが当社に対して提供した当社が対象暗号資産の送付及び受領に関す

るリスク評価を行うために必要な所定の情報は、真実かつ正確であること

④ 送付依頼人及び受取人（法人の場合、その実質的支配者を含む。）が外為法

に基づく規制対象者でないこと

７ 本条第４項に基づく暗号資産の送付のうち、当該申請に係る送付先が暗号資

産交換業者等（資金決済に関する法律第 2 条第 9 項に規定する「外国暗号資産

交換業者」を含む。）の管理するアドレスの場合には、当社が、法令等の定めに

従い、送付先暗号資産交換業者に送付依頼人を確認させることを目的として、以

下に定める「送付依頼人情報」を提供することに同意したものとみなします。 

① ユーザーの氏名（法人の場合は名称）

② ユーザーの暗号資産アドレス

③ ユーザーの住所（法人の場合は本店又は主たる事務所の所在地）

８ 本条第２項及び第５項に定める情報の提供がない場合には、当社は法令等に

基づき、その暗号資産の送付又は受領に応じないことがあります。 

であること 

③ ユーザーが当社に対して提供した当社が対象暗号資産の送付に関するリスク

評価を行うために必要な所定の情報は、真実かつ正確であること

④ 受取人（受取人が法人の場合、その実質的支配者を含む。）が外為法に基づ

く規制対象者でないこと

６ 本条第 3 項に基づく暗号資産の送付のうち、当該申請に係る送付先が暗号資

産交換業者等（資金決済に関する法律第 2 条第 9 項に規定する「外国暗号資産交

換業者」を含む。）の管理するアドレスの場合には、当社が、法令等の定めに従

い、送付先暗号資産交換業者に送付依頼人を確認させることを目的として、以下

に定める「送付依頼人情報」を提供することに同意したものとみなします。 

① ユーザーの氏名（法人の場合は名称）

② ユーザーの暗号資産アドレス

③ ユーザーの住所（法人の場合は本店又は主たる事務所の所在地）

７ 本条第 4 項に定める必要情報の提供がない場合には、当社は法令等に基づ

き、その暗号資産の送付に応じないことがあります。 
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９ 当社は、本条第４項に基づく申請を受けた場合、当該申請に係る送付数量及

び当社所定の送付手数料を、ユーザーの CoinTrade 口座から差し引き、当該申

請に係る送付数量を登録暗号資産アドレスに対して送付するものとします。当社

は、ユーザーの指示に従い登録暗号資産アドレスに対して送付手続きを行った場

合には、当社に故意又は過失がない限り、当該手続きにかかる対象暗号資産につ

いて一切の責任を免れるものとします。なお、ユーザーの口座残高が前項の申請

に係る送付数量及び送付手数料の合計を超えない場合、又は当該申請に係る送付

数量が 1 日あたりの当社所定の限度数量を超える場合には、送付ができませんの

でご留意ください。 

10 前項の対象暗号資産の送付には、当社所定の期間を要します。また、送付

する対象暗号資産の数量が多量の場合やユーザーからの送付申請が一時的に集中

した場合、法令遵守のために所定の手続きを要する場合その他の合理的な理由に

より、その期間が延長される場合があります。 

11 ユーザーが当社所定の方法に従わずに送付手続きを行った結果、当該送付

が反映されない、当該送付に係る反映が遅延する等の事象が発生した場合、当社

８ 当社は、本条第 3 項に基づく申請を受けた場合、当該申請に係る送付数量及

び当社所定の送付手数料を、ユーザーの CoinTrade 口座から差し引き、当該申

請に係る送付数量を登録暗号資産アドレスに対して送付するものとします。当社

は、ユーザーの指示に従い登録暗号資産アドレスに対して送付手続きを行った場

合には、当社に故意又は過失がない限り、当該手続きにかかる対象暗号資産につ

いて一切の責任を免れるものとします。なお、ユーザーの口座残高が前項の申請

に係る送付数量及び送付手数料の合計を超えない場合、又は当該申請に係る送付

数量が 1 日あたりの当社所定の限度数量を超える場合には、送付ができませんの

でご留意ください。 

９ 前項の対象暗号資産の送付には、当社所定の期間を要します。また、送付す

る対象暗号資産の数量が多量の場合やユーザーからの送付申請が一時的に集中し

た場合、法令遵守のために所定の手続きを要する場合その他の合理的な理由によ

り、その期間が延長される場合があります。 

10 ユーザーが当社所定の方法に従わずに送付手続きを行った結果、当該送付が

反映されない、当該送付に係る反映が遅延する等の事象が発生した場合、当社
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は、当社に故意又は過失がない限り、これらの事象により生じた損害について責

任を負いません。 

12 受託対象暗号資産の全部又は一部をハッキング・盗難等により紛失した場

合であって、当該紛失した受託対象暗号資産と同種の暗号資産による返還が困難

と認められる場合には、当社は、当社が定めるレートにより換算した金銭又は他

の暗号資産で返還することができるものとします。 

13 当社の審査基準等により、暗号資産の入庫及びユーザーの出庫依頼を保留又

は取消できるものとします。 

 

第 19条（禁止行為） 

１ ユーザーは、本サービスを利用するにあたり以下の各号に定める事項を行っ

てはならないものとします。 

① ～ ㉖（省略） 

㉗ ユーザーの損失の補てん等に関する以下の行為 

イ 資金決済に関する法律第 2 条第 15 項柱書において定義される暗号資産 

の交換等に係る取引（本号において、以下「暗号資産交換取引」といいます。）

につき、当社又は第三者に対し次の約束をすることを要求する行為 

は、当社に故意又は過失がない限り、これらの事象により生じた損害について責

任を負いません。 

11 受託対象暗号資産の全部又は一部をハッキング・盗難等により紛失した場合

であって、当該紛失した受託対象暗号資産と同種の暗号資産による返還が困難と

認められる場合には、当社は、当社が定めるレートにより換算した金銭又は他の

暗号資産で返還することができるものとします。 

（新設） 

 

 

第 19条（禁止行為） 

１ ユーザーは、本サービスを利用するにあたり以下の各号に定める事項を行っ

てはならないものとします。 

① ～ ㉖（省略） 

㉗ ユーザーの損失の補てん等に関する以下の行為 

イ 資金決済に関する法律第 2 条第 7 項柱書において定義される暗号資産 

の交換等に係る取引（本号において、以下「暗号資産交換取引」といいます。）

につき、当社又は第三者に対し次の約束をすることを要求する行為 
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第 31条（存続規定） 

１ 本条のほか、第 7 条第 3 項、第 8 条第 4 項、第 11 条、第 12 条、第 14 条第

6 項、第 16 条第 3 項、第 5 項及び第 6 項、第 17 条第 11 項、第 6 項及び第 7

項、第 18 条第 2 項、第 19 条第 2 項及び第 3 項、第 20 条第 2 項、第 3 項及

び第 4 項、第 21 条第 3 項、第 24 条、第 25 条第 4 項、第 28 条、第 29 条、

第 30 条並びに第 32 条の規定は、利用規約の終了後も有効に存続するものと

します。 

第 31条（存続規定） 

１ 本条のほか、第 7 条第 3 項、第 8 条第 4 項、第 11 条、第 12 条、第 14 条第

6 項、第 16 条第 3 項、第 5 項及び第 6 項、第 17 条第 10 項、第 5 項及び第 6

項、第 18 条第 2 項、第 19 条第 2 項及び第 3 項、第 20 条第 2 項、第 3 項及

び第 4 項、第 21 条第 3 項、第 24 条、第 25 条第 4 項、第 28 条、第 29 条、

第 30 条並びに第 32 条の規定は、利用規約の終了後も有効に存続するものと

します。 

 

（制定・改廃履歴） 

2021 年 1 月 22 日 制定 

2021 年 7 月 7 日  改定 

2022 年 3 月 30 日 改定 

 2022 年 4 月 21 日 改定 

 2022 年 11 月 30 日 改定 

 2023 年５月 29 日 改定 

2024 年２月 28 日 改定 

（制定・改廃履歴） 

2021 年 1 月 22 日 制定 

2021 年 7 月 7 日  改定 

2022 年 3 月 30 日 改定 

 2022 年 4 月 21 日 改定 

 2022 年 11 月 30 日 改定 

 2023 年５月 29 日 改定 

（追加） 

 

以上 


